
 株式会社 静岡中央銀行 

平成 18 年 11 月 20 日 

株式会社 静岡中央銀行 

平成１９年３月期（第 133 期）中間決算の概況  
 

 損益の状況  

 【単 体】                               （単位：百万円） 
17 年 9 月比 

 18 年 9 月期 
前年同期比 増減率 

コア業務純益 １，３６５ １０１ ８.０５％ 
業務純益 １，８９３ ５００ ３５.９１％ 
経常収益 ５，３６９ △３５ △０.６４％ 
経常利益 ９８５ ６ ０.６３％ 
中間純利益 ５７７ ５ １.００％ 

 
 
                

コア業務純益 １,３６５百万円  前年同期比 +１０１百万円  ８.０％増益 

                             １,８９３百万円  前年同期比 +５００百万円 ３５.９％増益 業務純益 

    銀行本来の収益力を表すコア業務純益は、資金利益及び役務取引等利益の増加により業務粗利益が増加し

たことと、経費の減少により前年同期比１０１百万円８．０％増益の１，３６５百万円となりました。  

    業務純益は、コア業務粗利益の増加及び経費の減少と一般貸倒引当金繰入額が戻入超過となったことによ

り、前年同期比５００百万円３５．９％増益の１，８９３百万円となりました。                  

 
                                                   ５,３６９百万円  前年同期比 △３５百万円   ０.６％減収 経常収益 

資金運用収益は、貸出金の拡大による貸出金利息増加と有価証券の利回りアップによる有価証券利

息配当金の増加により前年同期比１４４百万円３．１％の増収、役務取引等収益は、預り資産等の推

進により前年同期比３８百万円９．０％増収となり、本業部分の資金運用収益と役務取引等収益は順

調に拡大しましたが、その他経常収益が、株式等売却益の減少により前年同期比２４４百万円    

８０．７％減収となりました。その結果、経常収益は前年同期比３５百万円０．６％減収の      

５，３６９百万円となりました。  

 
                                                   経常利益 ９８５百万円  前年同期比   +６百万円  ０.６％増益 

    経常収益は減収となりましたが、経常費用は、預金金利引上げにともない資金調達費用は増加したも

のの、営業経費や貸倒引当金繰入額の減少等により前年同期比４１百万円０．９％減少の４，３８３

百万円となりました。 

その結果、経常利益は前年同期比６百万円０．６％増益の９８５百万円となりました。 

 

                                                   中間純利益 ５７７百万円  前年同期比    +５百万円   １.０％増益 

    経常利益が、増加したことなどにより、中間純利益は前年同期比５百万円１．０％増益の５７７百万円

となりました。 

 
    経常収益・経常利益・当期純利益、すべて期初の業績予想を上回る堅調な中間決算となりました。 
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「 損益状況の概要 」                               （単位：百万円） 

                
１８年９月期 １７年９月期 

前年同期比 増減率   

経常収益  ５，３６９ △３５ △0.64％ ５，４０４
  

業務粗利益 ４，７９８ ４６ 0.96％ ４，７５２

資金利益 ４，６７０ ５５ ４，６１５

役務取引等利益 １４５ ８ １３６

  

その他業務利益 △１７ △１７ ―

経費（除く臨時処理分） ３，４５０ △３７ △1.08％ ３，４８８

うち人件費 ２，０７６ △１４ ２，０９１  

うち物件費 １，１８８ △３４ １，２２３

 うち税金 １８４ １１ １７２

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １，３４７ ８３ 6.64％ １，２６４

 コア業務純益（注） １，３６５ １０１ 8.05％ １，２６４

①一般貸倒引当金繰入額 △５４５ △４１６  △１２９

業務純益 １，８９３ ５００ 35.91％ １，３９３

臨時損益 △９０７ △４９４ △４１３ 

②うち不良債権処理額 ８６３ ２３１ ６３２

貸出金償却 ― △０ ０

 

個別貸倒引当金純繰入額 ８３２ ３４３ ４８８

 

その他の債権売却損等 ３１ △１１２ １４３

うち株式等関係損益 △１ △２４７ ２４６

経常利益 ９８５ ６ 0.63％ ９７９

中間純利益 ５７７ ５ 1.00％ ５７１
  

①+② 与信費用 ３１８ △１８５ △36.79％ ５０３
    

（注）コア業務純益 ＝ （業務純益） ― （一般貸倒引当金繰入額） ― （債券５勘定尻） 

 

 

【連 結】                               （単位：百万円） 

17 年 9 月比 
 18 年 9 月期 

前年同期比 増減率 

経常収益 ５,３８９ △３４ △０.６％

経常利益 ９７７ １４ １.４％

中間純利益 ５７０ ７ １.３％

 
 

連結業績概況 
 

      単体ベースの収益状況を反映し、連結経常収益は前年同期比△３４百万円０．６％減の      

５，３８９百万円、連結経常利益は前年同期比１４百万円１．４％増の９７７百万円、連結中間純利益

は前年同期比７百万円１．３％増の５７０百万円となり、減収増益の決算となりました。 
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 自己資本比率の状況（国内基準）  １０％台 後半を堅持  

 
【 単体 】自己資本比率 １０.７７％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.４６％ 

 
【 連結 】自己資本比率 １０.８３％ 基本的項目であるＴierⅠ比率 ９.４７％ 

 
   自己資本比率は、単体で１０.７７％、基本的項目である TierⅠは、９.４６％と国内基準で定められている

４％を大きく上回る自己資本比率を堅持しております。 

（単位：％） 
 

 18 年 9 月末 17 年 9 月末 18 年 3 月末 
前年同期比 18 年３月比

【単体】自己資本比率 １０．７７ △０．１３ △０．１４ １０．９０ １０．９１

 うち TierⅠ ９．４６ ０．１５ ０．０８ ９．３１ ９．３８

【連結】自己資本比率 １０．８３ △０．０４ △０．１２ １０．８７ １０．９５

 うち TierⅠ ９．４７ ０．１９ ０．０８ ９．２８ ９．３９

 

 

 

 不良債権の状況（単体）  不良債権比率は３％台と 高い健全性を堅持 

 
リスク管理債権の総貸出金に占める割合は  ３．４８％ 前年同期比 0.31 ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 
金融再生法開示債権の総与信に占める割合は ３．４８％ 前年同期比 0.31 ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 

《 リスク管理債権 》 ※部分直接償却実施後  
   景気回復によるお取引先の業績回復や、当行の経営改善支援の成果等により、リスク管理債権は    

１２,８２３百万円となり、貸出金残高に占める割合は３．４８％（前年同期比０.３１ポイント減）となり

ました。また、「貸倒引当金」や「担保・保証等」の保全によるカバー率は８９.５６％です。   

    （単位：百万円） 
 

      18 年 9 月末 17 年 9 月末 18 年 3 月末 
前年同期比 18 年 3月比

破綻先債権 １，８８７ △１９ △６ １，９０７ １，８９３

延滞債権 ９，７８４ １，６２６ ８７５ ８，１５８ ８，９０９

３ヶ月以上延滞債権 ８１ △９２ △３６ １７４ １１７

貸出条件緩和債権 １，０６９ △２，０６９ △１，１３０ ３，１３９ ２，２００

合  計  （Ａ） １２，８２３ △５５５ △２９７ １３，３７８ １３，１２１

  

貸出金残高（末残）（Ｂ） ３６８，０６２ １５，３８１ １２，７９２ ３５２，６８０ ３５５，２６９

（Ａ）／（Ｂ） ３．４８％ △０．３１％ △０．２１％ ３．７９％ ３．６９％

  
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） ８,３０９ △７８０ △６２３ ９,０８９ ８,９３２

  保全率（Ｄ）／（Ａ） ８９．５６％ △０．８１％ △０.６５％ ９０．３７％ ９０．２１％
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《 金融再生法開示債権 》       
                              （単位：百万円） 

 
         18 年 9 月末 17 年 9 月末 18 年 3 月末 

前年同期比 18 年 3月比

破産更生債権及びこれらに準
ずる債権 ３,１４５ １９４ １１３ ２，９５１ ３，０３２

危険債権 ８,５６０ １,４３９ ７６７ ７，１２０ ７，７９３

要管理債権 １,１５２ △２,２１４ △１,１６６ ３，３６６ ２，３１９

合  計  （Ａ） １２,８５８ △５８０ △２８６ １３，４３８ １３，１４４

  

総与信残高（末残） （Ｂ） ３６９,０１０ １５,３１７ １２,７６０ ３５３，６９３ ３５６，２５０

（Ａ）／（Ｂ） ３.４８％ △０.３１％ △０.２０％ ３．７９％ ３．６８％

  
貸倒引当金、担保・保証等   
に占める保全額（Ｄ） １１,５１８ △６４５ △３４２ １２，１６３ １１，８６１

保全率（Ｄ）／（Ａ） ８９.５８％ △０.９３％ △０.６５％ ９０．５１％ ９０．２３％

 

 

 

 預貸金の状況（単体）   

 
《 貸出金の状況 》 
 
貸出金残高 ３６８，０６２百万円  前年同期比 ＋１５，３８１百万円 ４．３％増加  

（ うち、中小企業等向け貸出比率は ８９．４％ ） 
    

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニーズに積極

的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

   その結果、当中間期末の貸出金残高は 前年同期比 １５，３８１百万円 ４．３％増の３６８，０６２百万

円となりました。また、中小企業等向け貸出金は、前年同期比１１，４８６百万円３．６％増の            

３２９，０９４百万円となり、貸出金に占める割合は８９．４％となりました。 

（単位：百万円） 
 

 18 年 9 月末 17 年 9 月末 18 年 3 月末 
前年同期比 18 年 3月比

貸出金残高 ３６８,０６２ １５,３８１ １２,７９２ ３５２，６８０ ３５５，２６９

 うち中小企業等向け貸出金 ３２９,０９４ １１,４８６ ９,２６５ ３１７，６０８ ３１９，８２９

 中小企業等向け貸出比率 ８９.４１％ △０.６４％ △０.６１％ ９０．０５％ ９０．０２％

 うち消費者ローン残高 ６３,８２２ １,３６７ ２,２９１ ６２，４５５ ６１，５３１

   

貸出金期中平均残高 ３６２,２６６ ９,６６８ ８,４９２ ３５２，５９７ ３５３，７７３
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《 預金の状況 》 
 
預金残高 ４３０，０３２百万円  前年同期比 ＋８，７６６百万円 ２．０％増加  
（うち、個人預金 ３１１，６１９百万円 前年同期比 ＋３，２８３百万円 １．０%増加 ） 

 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開、個人預金を中心に積極的な営業活動を 

推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の預金残高は前年同期比 ８，７６６百万円 ２．０％増の４３０，０３２百万円  

となり、個人預金は前年同期比 ３，２８３百万円 １．０％増の３１１，６１９百万円となりました。 

（単位：百万円） 
 

 18 年 9 月末 17 年 9 月末 18 年 3 月末 
前年同期比 18 年 3月比

預金残高 ４３０,０３２ ８,７６６ ７,２４６ ４２１，２６５ ４２２，７８５

 うち個人預金 ３１１,６１９ ３,２８３ ３,８７４ ３０８，３３６ ３０７，７４５

   

預金期中平均残高 ４１９,９８５ ３,９４５ ４,１４９ ４１６，０３９ ４１５，８３６

 

 

 

 有価証券の状況（単体）   

 
《 有価証券評価損益 》     
 
有価証券評価益（ネット）６，３３４百万円  前年同期比 △２１０百万円 減少  

             

   有価証券評価益は 6,334 百万円（評価益 6,988 百万円、評価損 653 百万円）となりました。 

（単位：百万円） 

18 年 9 月末 17 年 9 月末                  

       
評価損益 評価損益 

前年同期比 評価益 評価損 評価益 評価損

その他有価証券 6,334 △210 6,988 653 6,545 6,697 152

株      式 6,201 985 6,233 32 5,215 5,219 3 

債      券 △159 △477 134 294 317 399 81

国    債 △132 △313 81 213 180 236 55  

地 方 債 △4 △20 5 9 15 22 7

社    債 △22 △143 48 70 121 139 18

そ の 他 292 △718 619 327 1,011 1,078 66

 
（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との差額を計上し

ています。 
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平成 19 年 3 月期 中間決算短信（連結）            平成 18 年 11 月 20 日 
  

会 社 名    株式会社 静岡中央銀行      

(URL http://www.shizuokachuo-bank.co.jp)               本社所在地都道府県 静岡県    

代   表    者     取締役社長   奥田 一     
問合せ先責任者    取締役企画部長   林 道弘        ＴＥＬ：(055) 962－6113 
中間決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 20 日       特定取引勘定の設置の有無  無   

 

１．18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 

（１）連結経営成績                   (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

       経常収益 経常利益 中間(当期)純利益 

 

１８年９月中間期  

１７年９月中間期 

  百万円 ％

  ５，３８９（△0.6）

  ５，４２４（ 3.5）

   百万円 ％

９７７（ 1.4）

      ９６３（10.9）

         百万円  ％ 

５７０ （ 1.3）

      ５６２ （10.7）

１８年３月期 １１，１２３  ２，３７８ １，２６１ 
  

        1 株当たり中間 

(当期) 純利益 

潜在株式調整後 1 株当 

たり中間（当期） 純利益 

 

１８年９月中間期  

１７年９月中間期 

  円   銭 

      ２３    ７６   

２３  ４３   

円   銭

      ―     

―     

１８年３月期 ５０    ７６  ― 

（注）①持分法投資損益    18 年 9 月中間期   －百万円  17 年 9 月中間期   －百万円  18 年 3 月期   －百万円 

     ②期中平均株式数（連結）18 年 9 月中間期 24,000 千株  17 年 9 月中間期 24,000 千株  18 年 3 月期 24,000 千株 

      ③会計処理の方法の変更 有 

    ④経常収益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率  

（２）連結財政状態 

       
総資産 純資産 

自己資本  

比率(注 1) 

１株当たり 

純資産 

連結自己資本比率

（国内基準）(注 2)

 

１８年９月中間期  

１７年９月中間期 

  百万円 

  ４７０， ８５０ 

４６２，９１３ 

   百万円

  ３３，９６７

３２，９８９

   ％

 ７．２４

   ７．１ 

       円  銭

１，４１５４３１ 

1，３７４ ５６ 

        ％

    １０． ８３ 

    １０．８７ 

１８年３月期 ４６６，３６０ ３４，７８４ ７．４ 1，４４７ ５５ １０．９５ 

 (注 1)「自己資本比率」は、（中間期末純資産の部合計－中間期末少数株主持分）を中間期末資産の部合計で除して算出しております。 

 (注 2)「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成 5 年大蔵省告

示第 55 号）」に基づき算出しております。 

（３）連結キャッシュフローの状況 

       営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期末残高 

 

１８年９月中間期  

１７年９月中間期 

  百万円

 △８８９ 

  △１２６ 

   百万円

  △３，４６０ 

△１，４１１ 

   百万円 

        △６０  

△６０ 

   百万円

   ７，５９１ 

   ９，９８９ 

１８年３月期 ５７５ △３９ △１２１ １２．００２ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ３社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社  
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規）－社 （除外）－社   持分法（新規）－社 （除外）－社  
 

２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

         経常収益 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

  百万円

１０，９７０   

   百万円

２，０４０    

   百万円 

  １，１６０    

 （参考）1株当たり予想当期純利益（通期）４８円３３銭 

 ※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後様々な 

   要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

平成１９年３月期 中間期連結決算短信 添付資料 

 
Ⅰ．企業集団の状況           
１．企業集団の事業の内容       

   当行グループは、当行、連結子会社３社（静岡中央信用保証（株）、岳洋産業（株）、富士ビジ

ネスサービス（株））で構成され、銀行業務を中心に信用保証業務等の金融サービスを提供して

おります。 

 
２．企業集団の事業系列図 

                        本店及び支店４1 ヶ店（内出張所１ヶ店） 

   株式会社 静岡中央銀行   国内           静岡中央信用保証（株）［信用保証業］ 

                        子会社   岳洋産業（株）［不動産管理賃貸業］ 

                              富士ビジネスサービス（株）［メール等業務］ 

                                               〈休眠中〉 

Ⅱ．経営方針 
１．経営の基本方針 

 当行は、｢堅実で健全な経営｣を経営の基本理念に掲げ、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝

く銀行”を目指しており、お客様の目線にたった CS を徹底し、お客様中心主義の経営を実践すること

により、良質な資産の積上げと安定的な収益基盤の構築に努め、健全性と収益性のバランスのとれた成

長を図ることに努めております。 

 
２．利益配分に関する基本方針 

   当行は、地域金融機関として、長期に亘り安定した収益を確保するとともに、配当につきましても安

定的な配当を継続することを基本方針としております。 

    
３．目標とする経営指標 
  【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18 年４月～20 年 3 月の 2 年間）】の収益目標として、    

「基礎的利益 87 億円」、「コア業務粗利益 100 億円」、「コア業務純益 30 億円」を掲げております。また

健全性指標として、「自己資本比率１１％台」、「不良債権比率２％台」を目指しております。 

  
４．中長期的な経営戦略 
  当行は、経営理念である「堅実で健全な経営」のもと、【第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』（18

年４月～20 年 3 月の 2 年間）】にて、“お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行”の実現を目指

しております。 

 

目指す銀行像 【 お客様・地域社会に信頼されるいきいき輝く銀行 】 

基 本  方 針 「お客様中心主義」  「響きあう組織」  「革新へのチャレンジ」 

基 本  戦 略 ①意識改革によるパワーアップ ②質の高い人材の育成・活性化 
     ③優良資産の拡充        ④営業体制の効率化による活力向上 

 ⑤リスク管理体制の強化 
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これまで築きあげて参りましたお客様や地域とのリレーションシップをより強固にし、お客様の目線

にたった CS を徹底し、お客様中心主義の経営を実践することにより、お客様のニーズに的確に対応

した金融サービスをご提供することにより、地域金融機関としての役割を十分果たせるよう、役職

員一丸となって努力してまいります。 

  

５．対処すべき課題 

   経営環境が厳しさを増すなか、収益力の増強や健全性の確保は勿論の事、従来以上に新しい時代に適

応した経営体質の構築が求められております。 

この経営課題に対処すべく、これまで築きあげてきたお客様や地域との繋がり、リレーションシップ

をより強固なものとするとともに、時代の変化に機敏に対応した金融サービスの充実と提供を図るこ

とにより、地域金融機関としての役割を十分果たしていけるよう、役職員一丸となって取り組んでお

ります。  

 

６．コーポレートガバナンスの状況 

   当行は「堅実で健全な経営」を経営理念とし、企業倫理、法令等遵守を営業活動の指針と位置付け活

動しております。 

この基本理念に基づき、地域のお客様が信頼してお取引いただける様、経営の意思決定機能と執行体制

の強化、経営透明性の確保、適時適切な情報開示、自己責任の徹底などコーポレートガバナンスの充実・

強化に取り組んでおります。 

 

 

Ⅲ．経営成績および財政状態  
 １．当会計年度の概要 

当上半期におけるわが国経済は、企業収益が向上し、設備投資も堅調に推移するなど景気は好調を

維持し、個人消費も増加傾向で底堅く推移しました。企業の景況感も大企業、中小企業とも改善が続

いています。 
当行の営業エリアである静岡県・神奈川県の地域経済におきましては、全国平均より好調な景況感

となっており、景気回復が拡がり、安定した中での決算となりました。 

このような状況下、当行は第 6 次中期経営計画『パワーアップⅡ』の諸施策を推進し、地域の皆

さまやお取引先のご支援のもと、収益力の強化、営業基盤の拡大に努めた結果、次のような成果をあ

げることができました。 

 
（１）連結ベースの経営成績 

① 利益 
連結経常収益は５，３８９百万円、連結経常費用は４，４１１百万円となり、この結果、連結ベー

スの経常利益は９７７百万円となりました。当連結中間純利益は５７０百万円となり、増益の中間連

結決算となりました。 

② 通期の見通し 

  平成１９年３月期通期の連結の業績は、経常収益１０，９７０百万円、経常利益２，０４０百万円、  

当期純利益１，１６０百万円を見込んでおります｡ 
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（２）単体の経営成績 

  ① 預金・貸出金 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開し、個人預金を中心に積極的な営

業活動を推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の預金残高は、前年同期比８，７６６百万円 ２．０％ 増の４３０，０３２

百万円となり、個人預金は前年同期比３，２８３百万円 １．０％増の３１１，６１９百万円となりま

した。  

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニー 

ズに積極的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の貸出金残高は前年同期比１５，３８１百万円４．３％増の３６８，０６２ 

百万円となりました。また、中小企業等向け貸出金は、前年同期比１１，４８６百万円 ３．６％増の      

３２９，０９４百万円となり、貸出金に占める中小企業等貸出比率は８９．４１％となりました。 

 

   ② 利益 

収益面につきましては、貸出金の拡大による貸出金利息増加と有価証券の利回りアップによる有価 

証券利息配当金の増加により、資金運用収益は前年同期比１４４百万円３.１％の増収となりました。

役務取引等収益は、預り資産等の推進により、前年同期比３８百万円９.０％増収となりました。   

しかしながら、株式等売却益の減少によりその他経常収益が前年同期比２４４百万円８０.７％減収と

なったこと等により、経常収益は前年同期比３５百万円０.６％減収の５,３６９百万円となりました。  

 費用面につきましては、日本銀行のゼロ金利解除にともなう預金金利引上げにより資金調達費用は

増加したものの、営業経費や貸倒引当金繰入額の減少により、経常費用は前年同期比４１百万円   

０.９％減少の４,３８３百万円となりました。 

  その結果、経常利益は前年同期比６百万円０.６％増益の９８５百万円となり、中間純利益におい 

ても前年同期比５百万円１.０％増益の５７７百万円を計上することができ、経常収益・経常利益・  

中間純利益は、すべて期初の業績予想を上回る堅調な中間決算となりました。 

   

③ 通期の見通し 

      平成１９年３月期通期の業績は、経常収益１０，９３０百万円、経常利益２，０５０百万円     

当期純利益１，１７０百万円を見込んでおります。 
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第１３３期中 （平成１８年９月３０日現在）中間連結貸借対照表     

   (単位：百万円)      

科目 金額 科目 金額 

  
 ( 負債の部 ) 

 預金 

 譲渡性預金 

 コールマネー及び売渡手形 

 コマーシｬル･ペーパー 

 借用金 

 外国為替 

 社債 

 転換社債 

 信託勘定借 

 その他負債 

  賞与引当金  

退職給付引当金 

 特別法上の引当金 

繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

  連結調整勘定 

支払承諾  
   

        ４２９，３９５  

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

                  ― 

            ２，３４９ 

４９１ 

１，６８９ 

― 

― 

２，２７３ 

― 

６８３ 
       

負債の部合計 ４３６，８８２ 

   
( 純資産の部 ) 

 資本金 

 資本剰余金 

利益剰余金 

株主資本 合 計 

 その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 

評価・換算差額等 合 計 
 

             ２，０００ 

０ 

２４，５４５ 

２６，５４６ 

３，８６４ 

３，５５６ 

             ７，４２０ 
        

  
( 資産の部 ) 

 現金預け金 

 コールローン及び買入手形 

 買入金銭債権 

 商品有価証券 

 金銭の信託 

 有価証券 

 貸出金 

 外国為替 

 その他資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 繰延税金資産 

 連結調整勘定 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

  

 
 

２８，８７９  

              ８，０００  

― 

                    ― 

                    ― 

           ５８，６６７ 

         ３６８，０６２ 

                    ― 

             １，１７１ 

             ９，１０１ 

                 ３１６ 

                 ４１５ 

                    ― 

                 ６８３ 

           △４，４４６ 

             

純資産の部合計 ３３，９６７ 

資産の部合計 ４７０，８５０ 負債及び純資産の部合計 ４７０，８５０ 

 
(注)中間連結貸借対照表の注記別紙  
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の

あるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に

より算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3．当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上して

おります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年 ～ ３９年 

              動産        ５年 ～   ６年 

     連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により 

償却しております。 

4．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却してお

ります。 

 5．当行の外貨建資産・負債勘定は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しておりま

す。 

 6．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要

注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒

実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必

要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債

権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査

定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

        連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認め 

た額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ 

ぞれ引き当てております。 

   7．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当 

中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

8．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお

ります。また、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

          数理計算上の差異      各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度

から費用処理        

 9．当行及び国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
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ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 10．当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

   ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

11．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  

 該当ありません 

12．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額    

                  該当ありません 

13．関係会社の株式総額          該当ありません 

   14．有形固定資産の減価償却累計額     ５,０５1 百万円 

  15．有形固定資産の圧縮記帳額            ２９４百万円 

    （当連結会計期間圧縮記帳額         －百万円） 

  16．貸出金のうち、破綻先債権額は１,８８７百万円、延滞債権額は９,７８４百万円であります。 

       なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。 

       以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９

６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

         また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 17．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は８１百万円であります。 

    なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  18．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,０６９百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

   19．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２,８２３

百万円であります。 

        なお、16.から 19.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

   20．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は８,５８７百万円であります。 

   21．担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

            有価証券            ２,４４２百万円 

      その他資産        ４０百万円 

          担保資産に対応する債務 

            預金                １,４９５百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８７０百万円を差し入れております。 
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また、その他資産のうち保証金は１５５百万円であります。 

   22．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土

地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月

３１日公布政令第１１９号)第２条第４号に定める

財産評価基本通達に基づいて、当該事業用土地につ

いて算出した地価税の課税価格に合理的な調整を行

って算出。 

23．1 株当たりの純資産額   １,４１５円３１銭 

「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準指針第 4 号平成 14 年９月 2

5 日）が平成 18 年１月 31 日付で改正され、会社法施行日以後終了する中間連結会計期間から適用

されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同適用指針を適用しております。 

24．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

     その他有価証券で時価のあるもの                   （単位：百万円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額 
株式 ２,０４５ ８,２４６ ６,２０１ 
債券 ３３,４８６ ３３,３２７ △１５９ 
国債 ２０,７５４ ２０,６２１ △１３２ 
地方債 １,６３０ １,６２５ △４ 
社債 １１,１０２ １１,０７９ △２２ 

その他 １４,９９９ １５,２９２ ２９２ 
合計 ５０,５３１ ５６,８６６ ６,３３４ 

         なお、上記評価差額から繰延税金負債２,４７０百万円を差し引いた額３,８６４百万円が「その

他有価証券評価差額金」に含まれております 

25．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとお

りであります。（単位：百万円） 

内容 中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
 非上場株式会社 
 その他の証券 

 
1,０６４ 
７３６ 

26．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は３,０９８百万円であります。この

うち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが３,０９８百万円あ

ります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があると

きは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する

ほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
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約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

27．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号平成 17 年 12 月９日）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8

号平成１7 年 12 月９日）が会社法施行日以後終了する中間連結会計期間から適用されることになっ

たこと等から、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様式が「無尽業法施行細則等

の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 60 号平成 1８年４月 28 日）により改正され、平成 18 年

４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から

以下のとおり表示を変更しております。 

  （1）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示してお

ります。 

       なお、当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は３３,９６

７百万円であります。 

    （2）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

    （3）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示し

ております。 

  （4）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しており

ます。 
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                 自 平成１８年４月０１日                  
      第１３３期中  (                ) 中間連結損益計算書    
                 至 平成１８年９月３０日  

                                          (単位：百万円) 

科          目  金           額  
    

経常収益  

     資金運用収益  

      (うち貸出金利息) 

      (うち有価証券利息配当金) 

     役務取引等収益  

     その他業務収益  

     その他経常収益  

   経常費用  

     資金調達費用  

      (うち預金利息) 

     役務取引等費用  

     その他業務費用  

     営業経費  

     その他経常費用  

   経常利益  

   特別利益  

   特別損失  

   税金等調整前中間純利益  

   法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額  

   少数株主損失  

   中間純利益  
    

                     

５，３８９  

         ４，８１７  

   (       ４，２５０ ) 

   (         ５５５ ) 

           ４８８  

            ２５  

               ５８   

                    ４，４１１  

           １４５  

   (         １４２ ) 

            ３０９  

            ４３  

          ３，４８７  

            ４２５               

９７７  

                        ４３  

                        ３７  

                       ９８３  

                       ２６０  

                      １５２  

       ―  

                       ５７０  
                    

 
(注)１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。  

２．１株当たり中間純利益金額２３円７６銭  

３．｢その他経常費用｣には、貸倒引当金繰入額３１７百万円を含んでおります。  
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自 平成１８年４月０１日  

  第１３３期中  (                   )  中間連結株主資本等変動計算書 
至 平成１８年９月３０日  

                                     (単位：百万円) 
株   主   資   本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,000 0 24,056 ― 26,057

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △60  △60

役員賞与 △43  △43

中間純利益 570  570

自己株式の取得  ―

土地再評価差額金取崩額 22  22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ）  ―

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 489 ― 489

平成 18 年 9 月 30 日残高 2,000 0 24,545 ― 26,546

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証

券評価差額金

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
評価額合計 

少数株主持分 
純 資 産 
合  計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,148 3,578 8,726 ― 34,784

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △60

役員賞与  △43

中間純利益  570

自己株式の取得  ―

土地再評価差額金取崩額  22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ） △1,284 △22 △1,306 ― △1,306

中間連結会計期間中の変動額合計 △1,284 △22 △1,306 ― △816

平成 18 年 9 月 30 日残高 3,864 3,556 7,420 ― 33,967

注 1．発行済株式の種類及び総数は、次のとおりであります。  
 直前中間連結会

計年度末株式数 
当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数 

摘要 

発行済株式      

 普通株式 24,000 ― ― 24,000  

合 計 24,000 ― ― 24,000  

注 2．当行の配当については、次のとおりであります。 

  当中間連結会計期間中の配当支払額 

 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り の 金 額 基準日 効力発生日 
平 成 1 8 年 ６ 月 2 9 日  
定 時 株 主 総 会  

普通株式 60 百万円 2 円 50 銭 平 成 1 8 年 3 月 3 1 日  平 成 1 8 年 6 月 3 0 日

注 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 
 

株式の種類 
配当金の 

総額 
配 当 の 原 資

１ 株 当 た
り の 金 額

基準日 効力発生日 

平 成 1 8 年 1 1 月 2 0 日
取 締 役 会  

普通株式 60 百万円 
その他利益

剰余金 
2 円 50 銭 平 成 1 8 年 9 月 3 0 日  平 成 1 8 年 1 2 月 1 1 日

 3．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6 号平成 17 年 12 月 27 日）および「株主資本等

変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 9 号平成 17 年 12 月 27 日）が会社法施

行日以後終了する中間連結会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同会

計基準および適用指針を適用し、中間連結株主資本等変動計算書を作成しております。 
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自 平成１８年４月  １日  

      第１３３期中 (                 )  中間連結キャッシュ・フロー計算書 
至 平成１８年９月３０日  

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前中間(当期)純利益 

   減価償却費 

   減損損失 

      貸倒引当金の増加額 

     賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   固定資産処分損益(△) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

     預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

     コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

              小計 

   法人税等の支払額 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   有形固定資産の取得による支出 

   有形固定資産の売却による収入 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   配当金支払額 

   少数株主への配当金支払額 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 

 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 

 

９８３

１３３

―

１２０

５１

△４３

△４，８１７

１４５

１９

２２

△１２，７９２

７，１９６

４，３６３

１，０００

４，６９７

△８２

△１，２９３

△２９５

△５９３

△８８９

△１０，６４８

３，２７７

４，０３９

△１８７

５７

△３，４６０

△６０

―

△６０

△４，４１１

１２，００２

７，５９１

  

  注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち、現金および 

日銀預け金であります。 
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平成 19 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要           平成 18 年 11 月 20 日 
  

会 社 名    株式会社 静岡中央銀行   

(URL http://www.shizuokachuo-bank.co.jp)               本社所在地都道府県 静岡県 

代   表    者     取締役社長   奥田 一   
問合せ先責任者    取締役企画部長   林 道弘        ＴＥＬ：(055) 962－6113 
中間決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 20 日       中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日   平成 18 年 12 月 11 日       単元株制度採用の有無 無 
 
 
１．18 年 9 月中間期の業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 

（１）経営成績                      (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

      経常収益 経常利益 中間(当期)純利益 
１株当たり中間
(当期)純利益 

 

１８年９月中間期  

１７年９月中間期 

  百万円 ％

  ５，３６９（△0.6）

  ５，４０４（ 3.6）

   百万円 ％

     ９８５（ 0.6）

     ９７９（11.7）

       百万円  ％ 

      ５７７（ 1.0） 

      ５７１（11.2） 

  円   銭

     ２４  ０７ 

     ２３ ８３  

１８年３月期 １１，０８５ ２，６４０ １，１５９  ４６ ５０ 
  
（注）①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 24,000 千株 17 年 9 月中間期 24,000 千株 18 年 3 月期 24,000 千株 

     ②会計処理の方法の変更 有  

      ③経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率  

    

（２）財政状態 

       
総資産 純資産 

自己資本  

比率(注 1) 

１株当たり 

純資産 

単体自己資本比率

（国内基準）(注 2)

 

１８年９月中間期  

１７年９月中間期 

  百万円 

  ４７１，０５０ 

４６３，１０３ 

   百万円

３３，９５８

３３，０８５

   ％

   ７．２４

   ７．１ 

       円  銭

１，４１４  ９５

1，３７８ ５６ 

        ％

１０．７７ 
   １０．９０ 

１８年３月期 ４６６，５３７ ３４，７６８ ７．４ 1，４４６ ８８ １０．９１ 

 (注)  期末発行済株式数  18 年 9 月中間期 24,000 千株 17 年 9 月中間期 24,000 千株 18 年 3 月期 24,000 千株     

(注 1)「自己資本比率」は、（中間期末純資産の部合計－中間期末新株予約権）を中間期末資産の部合計で除して算出しております。 

 (注 2)「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成 5 年大蔵省告

示第 55 号）」に基づき算出しております。 
 
 

２．19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

         経常収益 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

  百万円

   １０，９３０  

   百万円

２，０５０  

   百万円 

  １，１７０   

 （参考）1株当たり予想当期純利益（通期）４８円７５銭    

 ※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後様々な 

   要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。  

 
 

３．配当状況・現金配当 

1 株当たり配当金（円）  

中間期末 期 末 年 間 

１８年３月期 ２.５ ２.５ ５.０ 

１９年３月期（実績） ２.５ ― 

１９年３月期（予想）        ―      ２.５ 
５.０ 
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 株式会社 静岡中央銀行 

第１３３期中 （平成１８年９月３０日現在）中間貸借対照表 
 

 (単位：百万円)      

科目 金額 科目 金額 
  
 ( 負債の部 ) 
 預金 
 譲渡性預金 
 コールマネー 

 売渡手形 
 コマーシｬル･ペーパー 
 借用金 

 外国為替 
 社債 
 転換社債 

 信託勘定借 
 その他負債 
  賞与引当金  

退職給付引当金 
 特別法上の引当金 
繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾  
   

        ４３０，０３２  
                  ― 
                  ― 

                  ― 
                  ― 
                  ― 

                  ― 
                  ― 
                  ― 

                  ― 
            １，９２１ 

４９１ 

１，６８９ 
― 
― 

２，２７３ 
６８３ 

       

負債の部合計 ４３７，０９１ 
   

( 純資産の部 ) 

 資本金 
 資本剰余金 
利益剰余金 

   利益準備金 
   その他利益剰余金 
     役員退職積立金 

    有価証券償却準備積立金 

       別途積立金 

繰越利益剰余金 

株主資本 合 計 
 その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 

評価・換算差額等 合 計 
 

２，０００ 
０ 

２４，５３７ 

２，０００ 
２２，５３６ 

１，０００ 

２，７５０ 
１７，８５８ 

９２８ 

２６，５３８ 
３，８６４ 
３，５５６ 

            ７，４２０  

  
( 資産の部 ) 

 現金預け金 
 コールローン 
 買入手形 

 買入金銭債権 
 商品有価証券 
 金銭の信託 

 有価証券 
 貸出金 
 外国為替 

 その他資産 
 有形固定資産 
 無形固定資産 

 繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 

 投資損失引当金 

 
 

２８，８７９  
             ８，０００ 
                    ― 

                    ― 
                    ― 
                    ― 

           ５９，０１７ 
         ３６８，０６２ 
                    ― 

                 ９５６ 
             ８，９８９ 
                 ３１６ 

                 ４１５ 
                 ６８３ 
           △３，９３８ 

               △３３０ 

純資産の部合計 ３３，９５８ 

資産の部合計 ４７１，０５０ 負債及び純資産の部合計 ４７１，０５０ 

 (注)中間貸借対照表の注記別紙  
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の

あるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により

算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。な

お、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しておりま

す。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年 ～ ３９年 

              動産        ５年 ～   ６年 

4．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。 

 5．外貨建資産・負債勘定は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要

注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒

実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必

要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債

権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

        すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査 

定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

 7．投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態を勘案して必要 

と認められる額を計上しております。  

  8．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当 

中間期に帰属する額を計上しております。 

9．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計

算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

          数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を発生の翌期から費用処理        

 10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 11．消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

   ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

12．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  

    該当ありません。 

13．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額  

    該当ありません。 
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14．関係会社の株式総額             ３５０百万円 

   15．有形固定資産の減価償却累計額             ５,０３1 百万円 

   16．有形固定資産の圧縮記帳額          １５３百万円 

    （当中間会計期間圧縮記帳額           －百万円） 

  17．貸出金のうち、破綻先債権額は１,８８７百万円、延滞債権額は９,７８４百万円であります。 

       なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４

０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事

由が生じている貸出金であります。 

         また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 18．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は８１百万円であります。 

    なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  19．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,０６９百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

   20．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２,８２３

百万円であります。 

        なお、17.から 20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

    21．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形は、売却又は（再）担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は８,５８７百万円であります。 

    22．担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

           有価証券           ２,４４２百万円 

      その他資産       ４０百万円 

         担保資産に対応する債務 

           預金               １,４９５百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券５,８７０百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は１５４百万円であります。 

    23．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月

３１日公布政令第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、当該事業用土地

について算出した地価税の課税価格に合理的な調整を行って算出。 
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24．1 株当たりの純資産額  １,４１４円９５銭 

「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 4 号平成 14 年９

月 25 日）が平成 18 年１月 31 日付で改正され、会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用

されることになったことに伴い、当中間期から同適用指針を適用しております。 

25．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

     その他有価証券で時価のあるもの                   （単位：百万円） 

 取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額 
株式 ２,０４５ ８,２４６ ６,２０１ 
債券 ３３,４８６ ３３,３２７ △１５９ 
国債 ２０,７５４ ２０,６２１ △１３２ 
地方債 １,６３０ １,６２５ △４ 
社債 １１,１０２ １１,０７９ △２２ 

その他 １４,９９９ １５,２９２ ２９２ 
合計 ５０,５３１ ５６,８６６ ６,３３４ 

なお、上記評価差額から繰延税金負債２,４７０百万円を差し引いた額３,８６４百万円が「そ

の他有価証券評価差額金」に含まれております。 

26．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりで

あります。                 （単位：百万円） 

内容 中間貸借対照表計上額 
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 
 子会社・子法人等株式 

 
３５０ 

その他有価証券 
 非上場株式会社 
 その他の証券 

  
1,０６４ 
７３６ 

27．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、３,０９８百万円であります。こ

のうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが３,０９８百万円

あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約

の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込

みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 

28．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

      繰延税金資産 

       貸倒引当金損金算入限度額超過額        １,８３１百万円 

       退職給付引当金損金算入限度額超過額        ５６５百万円 

       減価償却限度超過額                １２５百万円 

       その他                      ７８３百万円 

      繰延税金資産小計                ３,３０５百万円

      評価性引当額                    ２８６百万円 

      繰延税金資産合計                ３,０１８百万円
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 株式会社 静岡中央銀行 

      繰延税金負債  

       その他有価証券評価差額金          △２,４７０百万円 

       退職給付信託設定益               △１３２百万円 

      繰延税金負債合計               △２,６０３百万円

      繰延税金資産の純額                 ４１５百万円

29．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号平成 17 年 12 月９日）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8

号平成１7 年 12 月９日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったこ

と等から、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一

部を改正する内閣府令」（内閣府令第 60 号平成 1８年４月 28 日）により改正され、平成 18 年４月

１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当中間期から以下のとおり表

示を変更しております。 

  （1）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示してお

ります。 

      なお、当中間期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は３３,９５８百万円で

あります。 

    （2）「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」および「中間未処分利益」は、「その他利

益剰余金」の「役員退職給与積立金、有価証券償却準備積立金および別途積立金」および「繰

越利益剰余金」として表示しております。 

    （3）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

    （4）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示

しております。 

    （5）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示してお

ります。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 

自 平成１８年４月０１日  
第１３３期中  (               ) 中 間 損 益 計 算 書                       

至 平成１８年９月３０日 

                                      (単位：百万円) 
科          目  金           額  

   経常収益  

     資金運用収益  

      (うち貸出金利息) 

      (うち有価証券利息配当金) 

     役務取引等収益  

     その他業務収益  

     その他経常収益  

   経常費用  

     資金調達費用  

      (うち預金利息) 

     役務取引等費用  

     その他業務費用  

     営業経費  

     その他経常費用  

   経常利益  

   特別利益  

   特別損失  

   税引前中間純利益  

   法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額  

  中間純利益  

                    ５，３６９  

         ４，８１６  

   (       ４，２５０ ) 

   (         ５５６ ) 

           ４６９  

            ２５  

               ５８   

                    ４，３８３  

           １４５  

   (         １４２ ) 

            ３２３  

            ４３  

          ３，４７６  

            ３９４               

９８５  

                        ４２  

                        ３７  

                       ９９０  

                       ２６０  

                      １５２  

    ５７７  

 
(注)１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。  

２．１株当たり中間純利益金額２４円０７銭  
３．｢その他経常費用｣には、貸倒引当金繰入額２８６百万円を含んでおります。  
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
自 平成１８年４月０１日  

  第１３３期中  (                         )  中間株主資本等変動計算書 
至 平成１８年９月３０日  

                                     (単位：百万円) 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本金 資本 
準備金 

その他資

本剰余金 
利益  

準備金 
その他利

益剰余金 
株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,000 0 ― 2,000 22,039 26,041

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △60 △60

役員賞与 △43 △43

中間純利益 577 577

自己株式の取得  ―

土地再評価差額金取崩額 22 22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 会 計 期 間 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）   ―

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― ― 496 496

平成 18 年 9 月 30 日残高 2,000 0 ― 2,000 22,536 26,538

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券評

価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
評価額合計 

純 資 産 
合  計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,148 3,578 8,726 34,768

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △60

役員賞与  △43

中間純利益  577

自己株式の取得  ―

土地再評価差額金取崩額  22

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 会 計 期 間 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）  △1,284 △22 △1,306 △1,306

中間会計期間中の変動額合計 △1,284 △22 △1,306 △809

平成 18 年 9 月 30 日残高 3,864 3,556 7,420 33,958

注 1．「その他利益剰余金」について合計額により記載しておりますが、その内訳は次のとおりであります。  
直前事業年度末残  当中間会計期間中の変動額  当中間会計期間末残高  

  その他利益剰余金                 22,039 百万円                496 百万円      22,536 百万円 

   うち役員退職積立金             1,000 百万円          －百万円       1,000 百万円 

   うち有価証券償却準備積立金      2,750 百万円          －百万円       2,750 百万円 

   うち別途積立金                16,608 百万円               1,250 百万円      17,858 百万円 

   うち繰越利益剰余金             1,681 百万円        △753 百万円         928 百万円 

 

注 2．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6 号平成 17 年 12 月 27 日）および「株主資本等変

動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 9 号平成 17 年 12 月 27 日）が会社法施行日

以後終了する中間会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から同会計基準および適用指針

を適用し、中間株主資本等変動計算書を作成しております。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

比較中間貸借対照表 (主要内訳) 

                                        (単位：百万円) 
 

科   目 
 

平成１８年度 
中間期末 (Ａ) 

平成１７年度 
中間期末 (Ｂ) 

比較 
（Ａ－Ｂ） 

平成１７年度末 
（要約）（Ｃ） 

比較 
（Ａ－Ｃ） 

    ( 資産の部 ) 
 現金預け金 
 コールローン 
 買入手形 
 買入金銭債権 
 金銭の信託 
 有価証券 
 貸出金 
 その他資産 
 動産不動産 
  有形固定資産 
 無形固定資産 
 繰延税金資産 
支払承諾見返 
貸倒引当金 
投資損失引当金 

２８,８７９
８,０００

－
－
－

５９,０１７
３６８,０６２

９５６
－

８,９８９
３１６
４１５
６８３

△３,９３８
△３３０

 
３５,４５０
９,０００

－
５００
－

５７,４９９
３５２,６８０

１,１６３
９,４４０

－
－

７３４
８１２

△４,１７９
－

 
△６,５７１ 
△１,０００ 

－ 
△５００ 
－ 

１,５１７ 
１５,３８１ 

△２０７ 
－ 
－ 
－ 

△３１９ 
△１２９ 
２４０ 

△３３０ 

３７,６５３
９,０００

－
－
－

５７,８１１
３５５,２６９

１,０１１
９,２２９

－
－
－

７４０
△３,８４９

△３３０

 
△８,７７４
△１,０００

－
－
－

１,２０６
１２,７９２

△５５
－
－
－

４１５
△５７
△８９
－

 資産の部合計 ４７１,０５０ ４６３,１０３ ７,９４６ ４６６,５３７ ４,５１２

     ( 負債の部 ) 
 預金 
 借用金 
 その他負債 
  賞与引当金 
 退職給付引当金 
 特別法上の引当金 
  繰延税金負債 
 再評価に係る繰延税金負債 
支払承諾 

 
４３０,０３２

－
１,９２１

４９１
１,６８９

－
－

２,２７３
６８３

４２１,２６５
－

３,３７６
４８６

１,７３３
－
－

２,３４３
８１２

 
８,７６６ 

－ 
△１,４５５ 

５ 
△４４ 
－ 
－ 

△７０ 
△１２９ 

４２２,７８５
－

３,５４３
４３９

１,７３２
－

２３８
２,２８７

７４０

 
７,２４６

－
△１,６２２

５１
△４３
－

△２３８
△１４
△５７

 負債の部合計 ４３７,０９１ ４３０,０１８ ７,０７３ ４３１,７６９ ５,３２２

     ( 資本の部 ) 
 資本金 
 資本剰余金 
 利益剰余金 

利益準備金 
   任意積立金 
   中間(当期)未処分利益 
  中間(当期)純利益 
  土地再評価差額金 
  その他有価証券評価差額金 

 
－
－
－
－
－
－
－
－
－

２,０００
０

２３,４２５
２,０００

２０,３５８
１,０６６

５７１
３,６６６
３,９９２

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

２,０００
０

２４,０４０
２,０００

２０,３５８
１,６８１
１,１５９
３,５７８
５,１４８

 
－
－
－
－
－
－
－
－
－

資本の部合計 － ３３,０８５ － ３４,７６８ －

 負債及び資本の部合計 － ４６３,１０３ － ４６６,５３７ －

     ( 純資産の部 ) 
 資本金 
 資本剰余金 
 利益剰余金 
  利益準備金 
  その他利益剰余金 
   役員退職積立金 
   有価証券償却準備積立金 
   別途積立金 

      繰越利益剰余金 
 株主資本合計 
 その他有価証券評価差額金 
  土地再評価差額金 
 評価・換算差額等合計 

２,０００
０

２４,５３７
２,０００

２２,５３６
１,０００
２,７５０

１７,８５８
９２８

２６,５３８
３,８６４
３,５５６
７,４２０

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

 純資産の部合計 ３３,９５８ － － － －

 負債及び純資産の部合計 ４７１,０５０ － － － －
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 株式会社 静岡中央銀行 

        
比較中間損益計算書(主要内訳) 

                                 (単位：百万円) 

科目 平成１８年度 
中間期末(Ａ) 

平成１７年度 
中間期末(Ｂ) 

比較 
(Ａ－Ｂ) 

平成 1７年度 
(要約) 

 経常収益 ５ ,３６９     ５,４０４ △３５ １１,０８５

 資金運用収益 

  ( うち貸出金利息 ) 

  ( うち有価証券利息配当金 ) 

 役務取引等収益 

 その他業務収益 

 その他経常収益 

４ ,８１６

( ４,２５０)

(   ,５５６)

４６９

２５

５８

 ４ ,６７１

( ４,２４５)

(    ４２３)

４３０

－

３０２

１４４ 

(     ４) 

(  １３３) 

３８ 

２５ 

△２４４ 

９,８０６

( ８,４７７)

( １,３２３)

８８１

２９

３６８

 経常費用 ４,３８３ ４,４２５ △４１ ８,４４４

 資金調達費用 

  ( うち預金利息 ) 

 役務取引等費用 

 その他業務費用 

 営業経費 

 その他経常費用 

１４５

  (  １４２)

３２３

４３

３,４７６

３９４

  ５６

    (   ５５) 

２９３

－

３,５１８

５５７

８９ 

(   ８７) 

３０ 

４３ 

△４１ 

△１６２ 

１１９

(   １１６)

６０７

１７１

６,８９４

６５０

 経常利益 ９８５ ９７９ ６ ２,６４０

 特別利益 

 特別損失 

４２

３７

１５９

２７４

△１１６ 

△２３６ 

１８６

６１８

 税引前中間(当期)純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 法人税等調整額  

 中間(当期)純利益 

９９０

２６０

１５２

５７７

８６４

２８０

１１

５７１

１２６ 

△２０ 

１４１ 

５ 

２,２０８

８５９

１９０

１,１５９

前期繰越利益 

土地再評価差額金取崩額 

中間配当額 

 中間(当期)未処分利益 

－

－

－

－

３６０

   １３３

－

１,０６６

－ 

－ 

－ 

－ 

３６０

２２１

６０

１,６８１
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平 成 18 年 度 

中 間 決 算 説 明 資 料 

 
 
 
 
 
 
 
 
      Ⅰ．平成 18 年度中間決算の概要  

 
     １．損益の状況            単体・連結 ・・・・・・・ 1 

     ２．業務純益             単体・・・ ・・・・・・・ 2 

     ３．利鞘               単体・・・ ・・・・・・・ 2 

     ４．有価証券関係損益         単体・・・ ・・・・・・・ 2 

     ５．有価証券の評価損益        単体・連結 ・・・・・・・ 3 

     ６．自己資本比率（国内基準）     単体・連結 ・・・・・・・ 4 

     ７．ＲＯＥ              単体・・・ ・・・・・・・ 4 

 
 

Ⅱ．貸出金等の状況 
      
     １．リスク管理債権の状況       単体・連結 ・・・・・・・ 5 

     ２．貸倒引当金等の状況        単体・連結 ・・・・・・・ 6 

     ３．リスク管理債権の対する引当率   単体・連結 ・・・・・・・ 6 

     ４．金融再生法開示債権        単体・・・ ・・・・・・・ 7 

     ５．金融再生法開示債権の保全状況   単体・・・ ・・・・・・・ 7 

     ６．自己査定の状況          単体・・・ ・・・・・・・ 8 

     ７．業種別貸出状況等         単体・・・ ・・・・・・・ 9 

       ① 業種別貸出金 

              ② 消費者ローン残高 

       ③ 中小企業等貸出比率 

     ８．預金・貸出金の残高        単体・・・ ・・・・・・・ 9 
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 株式会社 静岡中央銀行 

Ⅰ．平成 18 年度中間決算の概況  
 
１．損益の状況  【単体】                                          (単位：百万円) 

    
18 年度中間期    

17 年度中間期比 
 17 年度中間期 

業務粗利益 ４，７９８ ４６  ４，７５２ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) （  ４，８１６） （   ６３） （ ４，７５２）

国内業務粗利益   ４，７６６ ５０  ４，７１５ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻）) （ ４，７８４） （   ６８） （ ４，７１５）

資金利益 ４，６３９ ６０  ４，５７８ 

役務取引等利益 １４５ ８  １３６ 

その他業務利益 △１７ △１７  － 
 

（うち国債等債券損益） （   △１７） （ △１７） （     －）

国際業務粗利益 ３１ △４  ３６ 

( 除く国債等債券損益（５勘定尻） ) （     ３１） （  △４） ３６ 

資金利益 ３１ △４  ３６ 

役務取引等利益 － －  － 

その他業務利益 － －  － 

 

 

（うち国債等債券損益） （     －） （   －）  （     －）

経費（除く臨時処理分） ３，４５０ △３７  ３，４８８ 

人件費 ２，０７６ △１４  ２，０９１ 

物件費 １，１８８ △３４  １，２２３  

税金 １８４ １１  １７２ 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １，３４７ ８３  １，２６４ 

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) （ １，３６５） （ １０１） （ １，２６４）

①一般貸倒引当金繰入額 △５４５ △４１６  △１２９ 

業務純益 １，８９３ ５００  １，３９３ 

 うち国債等債券損益 ( ５勘定尻 ) △１７ △１７  －

臨時損益 △９０７ △４９４  △４１３ 

②うち不良債権処理額 ８６３ ２３１  ６３２ 

貸出金償却 － △０  ０ 

個別貸倒引当金純繰入額 ８３２ ３４３  ４８８ 

共同債権買取機構売却損 － －  － 

延滞債権等売却損 － －  － 

債権売却損失引当金繰入額 － －  － 

 

その他の債権売却損等 ３１ △１１２  １４３ 

うち株式等損益 ( ３勘定尻 ) △１ △２４７  ２４６ 

その他臨時損益 △４２ △１５  △２７ 

 

 うち退職給付費用 １２ △１０  ２３ 

経常利益 ９８５ ６  ９７９ 

特別損益 ５ １２０  △１１５ 

うち固定資産処分損益 △２２ △１０８  ８５ 

固定資産処分益 ５ △１１６  １２１ 
 

固定資産処分損 ２７ △７  ３５ 
 

うち退職給付会計基準変更時差異償却 － －  － 

税引前中間純利益 ９９０ １２６  ８６４ 

法人税、住民税及び事業税 ２６０ △２０  ２８０ 

法人税等調整額 １５２ １４１  １１ 

中間純利益 ５７７ ５  ５７１ 
  

①＋② 与信費用 ３１８ △１８５  ５０３ 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 

１損益の状況  【連結】                                         (単位：百万円) 

   
18 年度中間期 

17 年度中間期比 
 17 年度中間期 

連結 経常利益 ９７７ １４  ９６３ 

連結 中間純利益 ５７０ ７  ５６２ 

 
 
２．業務純益  【単体】                                           (単位：百万円)  

    
18 年度中間期    

17 年度中間期比 
 17 年度中間期 

（１）業務純益 1，８９３ ５００  １，３９３ 

（２）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １，３４７ ８３  １，２６４ 

（３）コア業務純益 １，３６５ １０１  １，２６４ 

 
 
３．利鞘  【単体】                                                          (単位：％)  

    
18 年度中間期    

17 年度中間期比 
 17 年度中間期 

（１）資金運用利回 （Ａ） ２．１９ ０．０４  ２．１５ 

（イ）貸出金利回 ２．３４ △０．０６  ２．４０ 
 

（ロ）有価証券利回 ２．１７ ０．５３  １．６４ 

（２）資金調達原価 （Ｂ） １．７０ ０．０１  １．６９ 

（イ）預金等利回 ０．０６ ０．０４  ０．０２ 
 

（ロ）外部負債利回 － －  － 

（３）総資金利鞘   （Ａ）－（Ｂ） ０．４９ ０．０３  ０．４６ 

 
 
４．有価証券関係損益  【単体】                                            (単位：百万円) 

    
18 年度中間期    

17 年度中間期比 
 17 年度中間期 

国債等関係損益 （5 勘定尻） △１７ △１７  － 

売却益 ２５ ２５  － 

償還益 － －  － 

売却損 ２ ２  － 

償還損 ４０ ４０  － 

 

償  却 － －  － 

                                                               (単位：百万円) 
    

18 年度中間期    
17 年度中間期比 

 17 年度中間期 

株式等損益 （3 勘定尻） △１ △２４７  ２４６ 

売却益 ２５ △２２０  ２４６ 

売却損 ２６ ２６  －  

償  却 － －  － 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
５．有価証券の評価損益                                             
 

① 有価証券の評価基準             

その他有価証券     時価法 
 

② 評価損益 

    【単体】                                                                    (単位：百万円) 

平成 18 年 9 月末 平成 17 年 9 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 6，334 6，988 653 6，545 6，697 152

株      式 6，201 6，233 32 5，215 5，219 3 

債      券 △159 134 294 317 399 81

国    債 △132 81 213 180 236 55

地 方 債 △4 5 9 15 22 7

 

社    債 △22 48 70 121 139 18

 

そ の 他 292 619 327 1，011 1，078 66

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 

      

    【連結】                                                                   (単位：百万円) 

平成 18 年 9 月末 平成 17 年 9 月末 

  

                 

  
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 6，334 6，988 653 6，545 6，697 152

株      式 6，201 6，233 32 5，215 5，219 3 

債      券 △159 134 294 317 399 81

国    債 △132 81 213 180 236 55

地 方 債 △4 5 9 15 22 7

 

社    債 △22 48 70 121 139 18

 

そ の 他 292 619 327 1，011 1，078 66

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
６．自己資本比率 （ 国内基準 ）                                     

 【単体】                                                                  (単位：百万円)  

    18 年 9 月末 

【速報値】    18 年 3 月末比 17年9月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末

（１） 自己資本比率 10．77％ △0．14％ △0．13％ 10．91％  10．90％ 

    うち TierⅠ比率 9．46％ 0．08％ 0．15％ 9．38％  9．31％ 

（２） TierⅠ 26，478 539  1，111 25，938  25，366 

（３） TierⅡ 3，658  △553   △669 4，211  4，328 

（４） 控除項目 － － － －  － 

（５） 自己資本 （２）+（３）-（４） 30，137  △13  441 30，150  29，695 

（６） リスクアセット 279，651  3，375  7，379 276，276  272，271 

 
 【連結】                                                                  (単位：百万円)  

    18 年 9 月末 

【速報値】    18 年 3 月末比 17年9月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末

（１） 自己資本比率 10．83％ △0．12％ △0．04％ 10．95％  10．87％ 

    うち TierⅠ比率 9．47％ 0．08％ 0．19％ 9．39％  9．28％ 

（２） TierⅠ 26，486 532  1，216 25，954  25，270 

（３） TierⅡ 3，795  △498   △532 4，293  4，327 

（４） 控除項目 － － － －  － 

（５） 自己資本 （２）+（３）-（４） 30，282  33  683 30，248  29，598 

（６） リスクアセット 279，587  3，405  7，480 276，181  272，106 

 
 
７．ＲＯＥ  【単体】                                                  (単位：％)  

    
18 年度中間期    

17 年度中間期比 
 17 年度中間期 

業務純益   ベース 12．28 2．93  9．35 

中間純利益 ベース 3．74 △0．10  3．84 
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Ⅱ．貸出金等の状況 

 

１．リスク管理債権の状況    

※ 部分直接償却実施後 
  【単体】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 18 年 9 月末   

18 年 3 月末比 17 年 9 月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末 

リスク管理債権  12，823 △297 △555 13，121 13，378

破綻先債権 1，887 △6 △19 1，893 1，907

延滞債権 9，784 875 1，626 8，909 8，158

3 ヵ月以上延滞債権 81 △36 △92 117 174
 

貸出条件緩和債権 1，069 △1，130 △2，069 2，200 3，139

   

貸出金残高（末残） 368，062 12，792 15，381 355，269 352，680

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 18 年 9 月末   
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

リスク管理債権  3．48 △0．21 △0．31 3．69 3．79

破綻先債権 0．51 △0．02 △0．03 0．53 0．54

延滞債権 2．65 0．15 0．34 2．50 2．31

3 ヵ月以上延滞債権 0．02 △0．01 △0．02 0．03 0．04
 

貸出条件緩和債権 0．29 △0．32 △0．60 0．61 0．89

 
 
  【連結】                                                       (単位：百万円) 

   
〔 リスク管理債権額 〕 18 年 9 月末   

18 年 3 月末比 17 年 9 月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末 

リスク管理債権  12，823 △297 △555 13，121 13，378

破綻先債権 1，887 △6 △19 1，893 1，907

延滞債権 9，784 875 1，626 8，909 8，158

3 ヵ月以上延滞債権 81 △36 △92 117 174
 

貸出条件緩和債権 1，069 △1，130 △2，069 2，200 3，139

   

貸出金残高（末残） 368，062 12，792 15，491 355，269 352，570

  (単位：％) 
   

〔 貸出金残高比 〕 18 年 9 月末   
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

リスク管理債権  3．48 △0．21 △0．31 3．69 3．79

破綻先債権 0．51 △0．02 △0．03 0．53 0．54

延滞債権 2．65 0．15 0．34 2．50 2．31

3 ヵ月以上延滞債権 0．02 △0．01 △0．02 0．03 0．04
 

貸出条件緩和債権 0．29 △0．32 △0．60 0．61 0．89
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
２．貸倒引当金の状況   
 

 【単体】                                                       (単位：百万円) 
   

 18 年 9 月末   
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

貸倒引当金  3，938 89 △240 3，849 4，179

一般貸倒引当金 1，098 △545 △915 1，644 2，014
 

個別貸倒引当金 2，839 634 674 2，204 2，165

 

【連結】                                                       (単位：百万円) 
   

 18 年 9 月末   
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

貸倒引当金  4，446 120 27 4，326 4，418

一般貸倒引当金 1，235 △491 △804 1，727 2，039
 

個別貸倒引当金  3，211 612 832 2，599 2，379

 
 
３．リスク管理債権に対する引当率   
   

【単体】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 18 年 9 月末  
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 12，823 △297 △555 13，121 13，378

担保･保証等による保全額（Ｂ） 8，309 △623 △780 8，932 9，089

貸倒引当金            （Ｃ） 3，175 271 174 2，904 3，000

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 24．76 2．63 2．33 22．13 22．43

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 89．56 △0．65 △0．81 90．21 90．37

 

【連結】                                                    (単位：百万円・％) 
   

 18 年 9 月末  
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

リスク管理債権         （Ａ） 12，823 △297 △555 13，121 13，378

担保･保証等による保全額（Ｂ） 8，309 △623 △780 8，932 9，089

貸倒引当金            （Ｃ） 3，175 271 174 2，904 3，000

引当率        （Ｃ）／（Ａ） 24．76 2．63 2．33 22．13 22．43

保全率      （Ｂ+Ｃ）／（Ａ） 89．56 △0．65 △0．81 90．21 90．37
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４．金融再生法開示債権 【単体】 

                                                        (単位：百万円) 
   

〔 開示債権額 〕 18 年 9 月末   
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

金融再生法開示債権  12，858 △286 △580 13，144 13，438

破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 3，145 113 194 3，032 2，951

危険債権 8，560 767 1，439 7，793 7，120 

要管理債権 1，152 △1，166 △2，214 2，319 3，366

   

総与信残高（末残） 369，010 12，760 15，317 356，250 353，693

  (単位：％) 
   

〔 総与信に占める割合 〕 18 年 9 月末   
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

金融再生法開示債権  3．48 △0．20 △0．31 3．68 3．79

破産更生債権およびこれらに 
準ずる債権 0．85 0．00 0．02 0．85 0．83

危険債権 2．31 0．13 0．30 2．18 2．01 

要管理債権 0．31 △0．34 △0．64 0．65 0．95

 
 
５．金融再生法開示債権の保全状況 【単体】 

 (単位：百万円・％) 
   

 18 年 9 月末  
18 年 3 月末比 17 年 9 月末比

18 年 3 月末 17 年 9 月末 

金融再生法開示債権   （Ａ） 12，858 △286 △580 13，144 13，438

保全額            （Ｂ） 11，518 △342 △645 11，861 12，163

担保･保証等による保全額 8，331 △617 △811 8，948 9，143
  

貸倒引当金 3，186 274 166 2，912 3，020

保全率        （Ｂ）／（Ａ） 89．58 △0．65 △0．93 90．23 90．51
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 株式会社 静岡中央銀行 

 
６．自己査定の状況  【単体】 
 

開示基準別の分類・保全状況（ 平成 18 年 9 月末 ） 

 (単位：百万円) 

自己査定結果（債務者区分別） 
対象：貸出金等与信関連債権 

金融再生法の開示基準 
対象：貸出金等与信関連債権 

 
リスク管理債権

対象：貸出金 

分類 区  分 

与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区  分

与信残高

担保・

保証
引当額 保全率  区  分 残 高

破綻先 

1,913 

（821） 

1,172 741 

 

― 

(214) 

―

(607)

 

破綻先 

債 権 

 

1,887

 

実質破綻先 

1,231 

(247) 

 

900 

 

331 

 

― 

(075) 

―

(172)

 

破産・更生

債権およ

びこれら

に準ずる

債権 

 

3,145 2,076 1,069

 

 

 

 

 

 

 

100％ 

 

 

延滞債権 9,784

破綻懸念先 

8,560 

(1,762) 

5,899 1,905 

 

755 

(1,762) 

―
危険債権

8,560 6,042 1,762

 

91.17％ 
 3 ヵ月以上

延滞債権
81

 

 
貸出条件

緩和債権
1,069要管理債権

1,152 213 355

 

49.38％ 

 

 合   計 12,823
小  計

12,858 8,331 3,186

 

89.58％ 
   

要管理先 

2,014 

 

714 

 

1,299 

 

― ―

   

要
注
意
先 

要管理先

以外の 

要注意先 

70,371 

 

 

 

43,384 

 

 

 

26,987 

 

 

 

― ―

   

正常先 

284,918 

 

284,918 

 

― 

 

― ―

正常債権

356,151

   

合  計 

369,010 

（2,831） 

 

336,989 

 

 

31,265 

 

755 

(2,052) 

―

(779)

合  計

369,010

 

 

   

 
（注 1）貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息 

（注 2）自己査定結果（債務者区分）における（  ）内は分類額に対する引当額です。 
   破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類額は全額引当済みです。 
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 株式会社 静岡中央銀行 

 

７．業種別貸出状況等  【単体】 
 
① 業種別貸出金                                (単位：百万円) 

   
  18 年 9 月末   

18 年 3 月末比 17 年 9 月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末

国    内 368，062 12，792 15，381 355，269 352，680

製造業 47，393 774 △776 46，619 48，169

農業 696 182 42 514 654

林業 30 13 10 17 20

漁業 68 0 △16 68 84

鉱業 101 1 △15 100 116

建設業 36，345 △841 △606 37，186 36，951

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － 28

情報通信業 241 3 90 238 151

運輸業 10，424 830 983 9，594 9，441

卸売業 16，681 331 659 16，350 16，022

小売業 18，861 △1，193 △2，393 20，054 21，254

金融・保険業 16，000 △337 677 16，337 15，323

不動産業 83，358 7，838 15，064 75，520 68，294

各種サービス業 63，228 2，112 △78 61，116 63，306

地方公共団体 486 △74 △97 560 583

 

その他 74，142 3，152 1，886 70，990 72，256
 
② 消費者ローン残高                              (単位：百万円) 

   
  18 年 9 月末   

18 年 3 月末比 17 年 9 月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末 

消費者ローン残高 63，822 2，291 1，367 61，531 62，455

うち 住宅ローン残高 59，372 2，809 2，703 56，563 56，669
 

うち その他ローン残高 4，450 △518 △1，336 4，968 5，786
 
③ 中小企業等向け貸出・比率                                                 (単位：百万円・％) 

   
   18 年 9 月末   

18 年 3 月末比 17 年 9 月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末 

中小企業等向け貸出額 329，094 9，265 11，486 319，829 317，608

中小企業等貸出比率 89．41 △0．61 △0．64 90．02 90．05
 
 
８． 預金・貸出金の残高 【単体】                         (単位：百万円) 

   
  18 年 9 月末   

18 年 3 月末比 17 年 9 月末比
18 年 3 月末 17 年 9 月末 

預   金 （末 残） 430，032 7，246 8，766 422，785 421，265

 うち 個人預金 311，619 3，874 3，283 307，745 308，336

預   金 （平 残） 419，985 4，149 3，945 415，836 416，039

 うち 個人預金 308，204 96 234 308，108 307，969
 

貸 出 金 （末 残） 368，062 12，792 15，381 355，269 352，680

貸 出 金 （平 残） 362，266 8，492 9，668 353，773 352，597
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